
小牧市宅地開発等に関する指導要綱細則 

 

第１条 小牧市宅地開発等に関する指導要綱（平成１０年３月２４日１０

小建第４７号｡以下｢要綱｣という｡）の施行に関し必要な事項は、この細

則の定めるところによる｡ 

第２条 要綱第１１条に規定する住宅街区の形態及び１区画の面積は、次

に掲げる規定値以上とする｡ 

(1) 住宅街区の長辺は、８０メートル以上１２０メートル以下、短辺は、

２０メートル以上５０メートル以下を標準とする。 

(2) １区画の面積は、次の表に掲げる規定値以上とする｡ただし、開発

規模が０.３ヘクタール未満である場合又は開発規模が０.３ヘクター

ル以上で全体区画数の２割を超えない区画について、やむを得ない場

合は、特例値まで縮小することができる｡また、有効宅地の面積は、そ

れぞれ次の表に掲げる数値の６割以上とする｡ 

区分 
市街化区域 

規定値 特例値 

戸建住宅地 １６０㎡ １２０㎡ 

長屋建住宅地 
戸当り 

１２０㎡ 

戸当り 

１００㎡ 

第３条 要綱第１２条第４項に規定する道路及び水路の構造等は、次に定

めるところによる｡ 

(1) 道路の新設及び改良は、道路計画に適合させること｡ 

(2) 事業施行区域内に新設する通り抜け道路の幅員は、別表第１に掲げ

る規定値以上とすること。ただし、開発区域の面積が０.３ヘクタール未

満で、開発工事完了後に想定される新たな通過交通量等を考慮し、安

全上支障がないと認められる場合は、同表の特例値（有効幅員とする。）

まで縮小することができる。 

(3) 事業施行区域内に道路の起終点が同一である道路（以下「Ｐ型道路」

という。）を新設する場合は、道路の第一交差点を含む道路延長は５０

メートル以下とし、開発区域内のＰ型道路に囲まれた区画は２区画 

（２４０平方メートル）以上とし、幅員にあっては区域外道路と接続

する道路は６メートル以上とし、開発区域内の通り抜け道路について



は別表第１に掲げる規定値以上とすること。ただし、開発区域の面積

が０.３ヘクタール未満の場合で、開発工事完了後に想定される新たな

通過交通量等を考慮し、安全上支障がないと認められる場合は、同表

の特例値（有効幅員とする。）まで縮小することができる。 

(4) 事業施行区域内に新設する道路が袋路状の道路の場合は、幅員にあ

っては６メートル以上とし、延長にあっては５０メートル以下とする

とともに、当該道路の延長が３５メートル以上の場合においては、当

該道路の端末に転回広場（ターンバック形状とする。）を設けること。 

(5) 事業施行区域内の主要な道路は、次の表に掲げる規定値以上の幅員

を有する開発区域外の道路に接続しなければならない｡ただし、開発区

域の面積が１ヘクタール未満で、車両の通行に支障がない限り、特例

値まで縮小することができる｡ 

道路 

種別 
規定値 特例値 

住宅用の

開発 
６.５メートル 

４メートル(開発区域の面積が０.３ヘクター

ル未満) 

６メートル(開発区域の面積が０.３ヘクター

ル以上 1 ヘクタール未満) 

その他の

開発 
９メートル 

４メートル(開発区域の面積が０.３ヘクター

ル未満) 

６メートル(開発区域の面積が０.３ヘクター

ル以上 1 ヘクタール未満) 

(6) 開発区域内に道路を新設しない場合においては、開発区域への乗り

入れが計画される道路の幅員は、次の表に掲げる規定値以上とするこ

と。ただし、開発区域の面積が１ヘクタール未満の場合で、開発工事完

了後に想定される新たな通過交通量等を考慮し、安全上支障がないと

認められる場合は、同表の特例値（有効幅員とする。）まで縮小するこ

とができる。 

 

 

 

 



道路 

種別 
規定値 特例値 

住宅用 ６メートル 

４.５メートル（開発区域の面積が０.３ヘクター

ル以上１ヘクタール未満） 

４メートル（開発区域の面積が０.３ヘクタール

未満） 

その他 ９メートル 

６メートル（開発区域の面積が０.３ヘクタール

以上１ヘクタール未満） 

４メートル（開発区域の面積が０.３ヘクタール

未満） 

(7) 道路は、全面舗装を行い両側にコンクリート側溝を設けること｡こ

の場合、道路の構造は別図１とし、舗装はアスファルト舗装要綱(平成

４年１２月５日施行)及び簡易舗装要綱(昭和５４年１０月３０日施

行)の定めるところによる｡ 

(8) 道路の縦断こう配は、７パーセント以下とすること｡ただし、地形

等によりやむを得ないと認められる場合は、道路管理者と協議するも

のとする｡ 

(9) 道路の縦断こう配が６パーセント以上の場合は、すべり止め舗装と

すること｡ 

(10) 水路については、その事業施行区域の実情において市と協議する

ものとする｡ 

第４条 要綱第１３条第２項に規定する公園の施設整備内容は、次に定め

るところによる｡ 

(1) 公園は、住民が有効かつ安全に利用できる位置とすること｡ 

(2) 公園の形状は、できるだけ正方形又は長方形の平坦地とし、０.１

ヘクタール以上の公園は、２辺以上が道路に接すること｡また、０.２５

ヘクタール以上の公園は、原則として宅地に接しないこと｡ 

(3) 公園の面積は別表第２の基準による｡ 

(4) 公園の規模に応じ別表第３に定める内容の施設を整備すること｡ 

第５条 要綱第１５条第３項に規定する雨水及び汚水の処理は、次に定め

るところによる｡ 

(1) 汚水の処理施設 



ア 終末処理施設を設置する場合は、標準活性汚泥法等、高度処理を

原則とする｡ 

イ 汚水管渠
きょ

の埋設深さについては最小土被りを８０センチメートル

とする。ただし、市の計画によるため別途協議すること。 

ウ 汚水管渠の最小内径は、１５センチメートルとする。 

エ 終末処理施設（汚水管渠等を含む）の維持管理は、開発者又は入

居者において行うものとし、下水道台帳を完備し管理責任者を明確

にすること｡ 

(2) 雨水及び汚水の排水 

ア 排水については、水利関係者と協議し、必要に応じ協議事項を河

川管理者等に届出しなければならない。 

イ 終末処理施設によって処理した場合の放流水の水質基準は、下水

道法（昭和３３年法律第７９号）及び水質汚濁防止法（昭和４５年

法律第１３８号）に適合させること｡ただし、生物化学的酸素要求

量（ＢＯＤ）については、次の表に定める基準とする｡ 

水質 

し尿浄化槽の規模 

ＢＯＤ 

（ＰＰＭ） 

５０人槽以下 ６０以下 

５１人槽以上２００人槽以下 ３０以下 

２０１人槽以上 ２０以下 

ウ 排水の放流に起因して生ずる第三者との紛争は、すべて開発者又

は入居者の責任において解決すること｡ 

第６条 要綱第１７条に規定するごみ処理は、次に定めるところによる｡ 

(1) 開発者は、宅地の区画又は住宅の戸数が２０以上の場合は、市と協

議して定めた位置にごみ集積場を設置すること。 

(2) 開発者は、宅地の区画又は住宅の戸数が１９以下の場合は、ごみ集

積場の設置について市と協議すること。 

(3) 開発者は、共同住宅等（賃貸の用に供するものに限る。）を計画す

る場合は、小牧市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理に関する条例

（平成１９年小牧市条例第２１号）及びこれに基づく規則、要綱等の

規定に基づき、ごみ集積場を適切に設置すること。 

 (4) 市は、中高層建築物におけるダストシュートによるごみ収集は行わ



ない｡ 

(5) 開発者は、入居者にごみ処理方法について周知徹底を図ること｡ 

第７条 要綱第１９条第２項に規定する安全施設は、次に定めるところに

よる｡ 

(1) 事業区域又はその境界に河川、行き止り道路その他自動車等の通行

に危険を伴う箇所があるときは、市の指導により安全対策を講ずるこ

と｡ 

(2) 事業区域又はその境界に河川等の危険箇所があるときは、防護柵を

設置すること｡ 

(3) 左右の確認が困難な交差点等には、カーブミラー及び交差点標示器

を設置すること｡ 

(4) 事業区域への進入道路と区域外の主要な道路との交差点には、ＬＥ

Ｄ道路照明灯(平均路面照度を１０ルクス以上確保するもの)を設置す

ること｡ 

(5) 事業区域の道路には、必要に応じ、ＬＥＤ防犯灯(８ワット程度)を

設置することとし、当該ＬＥＤ防犯灯については市に無償提供するこ

と 

第８条 この細則によりがたいもの又は定めのないものについては、その

都度関係部課と協議すること｡ 

   附 則 

この細則は、平成１０年４月１日から施行する｡ 

   附 則 

 この細則は、平成１７年４月１日から施行する｡ 

附 則 

 この細則は、平成２１年１月１日から施行する｡ 

附 則 

 この細則は、平成２５年４月１日から施行する｡ 

附 則 

 この細則は、平成２８年４月１日から施行する｡ 

附 則 

 この細則は、平成３１年４月１日から施行する｡ 

   附 則 



 この細則は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

 この細則は、令和６年６月１日から施行する。



別表第１（第３条関係） 

     道路 

種別 
規定値 特例値 

住宅用の開発 ６メートル 

５メートル（開発区域の面積が０.１ヘクタール以上０.３ヘクタ

ール未満） 

４メートル（開発区域の面積が０.０５ヘクタール以上０.１ヘク

タール未満） 

その他の開発 ９メートル ６メートル 

 

 

 

 

別表第２（第４条関係） 

開発区域の面積 公園の面積 

0.3以上 1ha未満 開発区域面積の3％以上 

1ha以上 5ha未満 開発区域面積の3％以上かつ300㎡以上のものが1箇所以上 

5ha以上 20ha未満 
開発区域面積の3％以上かつ1箇所300㎡以上 

（うち1,000㎡以上のものが1箇所以上） 

20ha以上 
開発区域面積の3％以上かつ1箇所300㎡以上 

（うち1,000㎡以上のものが2個所以上） 

 

 

 

 

別表第３（第４条関係）標準的な公園施設の参考例 

公園面積 遊戯施設 休養施設 便益施設 修景施設 管理施設 

90㎡以上 

2,500㎡未満 

広場・ブラン

コ・すべり

台・シーソ

ー・低鉄棒・

砂場等 

ベンチ・藤棚

等 

水飲場・便所

等 

植栽・芝生等 フェンス・Ｕ

字溝・照明

灯・物置・標

示板・車止め

等 

2,500㎡以上 都市公園法

(昭和 31 年法

律 79 号)の施

設整備内容に

よる 

同左 同左 同左 同左 

この表に定める各施設は、参考例であり種類・配置等は、別途協議すること。 

  



 

 


